
配送最適化ベタープラクティス事例

取組内容
メーカー

↓
卸DC/小売DC

卸DC/小売DC
↓

店舗

DC間
（自社内物流、

卸DC-小売DC間）

輸配送ネットワーク（拠点）の変更 6 7,13 ―

納品頻度・回数の引下げ／発注・配送ロットの拡大 3,6 9,10,13 ―

納品時間・日の調整による物量の平準化 4,5,11 2,13 ―

納品仕分数の集約 ― 2,10,14 13

在庫配置の見直し 8 ― 1,

引取物流／静脈物流 7 ― 13

モーダルシフト ― ― 12,13

○各社取組事例の位置づけ

○取組企業一覧
１．アイリスオーヤマ株式会社
２．花王カスタマーマーケティング株式会社
３．株式会社資⽣堂
４．ユニ・チャーム株式会社
５．ユニリーバ・ジャパン・

カスタマーマーケティング株式会社
６．株式会社あらた
７．株式会社Paltac

８．イオンリテール株式会社
９．ウエルシア薬局株式会社

１０．株式会社ココカラファイン
１１．株式会社コメリ
１２．ＤＣＭホールディングス株式会社
１３．株式会社マツモトキヨシホールディングス
１４．ユニー株式会社



物流最適化に関する取組み

アイリスオーヤマ株式会社

アイリスオーヤマの国内工場ネットワーク
国内８工場

•アイリスオーヤマは日本国内に８つの工場を有しており、

•それぞれが製造工場とベンダー物流センターの機能を担っています。

•自動倉庫規模は計200,000ﾊﾟﾚｯﾄです。



アイリスオーヤマの国内工場ネットワーク

海外からのコンテナ仕入れ本数構成比

自社の大連工場（中国）からのコンテナは多品種少ロットにより国内在庫の

適正化を図っています。

アイリスオーヤマの国内工場ネットワーク

製造工場の生産構成比

工場間で金型を移動することで無駄な在庫移動を抑制し、製品を在庫するの
ではなく、金型で在庫する考え（地産地消）により在庫の適正化を図っていま
す。

在庫移動
埼玉⇒富士小山
米原⇒三田



配送最適化の取組事例

花王カスタマーマーケティング株式会社

配送最適化取組

１．車両の稼働率向上事例

２．配送最適化活動事例



車両の稼働率向上事例

ＳＴＥＰ１

改善後

ＳＴＥＰ２

改善前

ダイヤグラム適正化

⇒車両台数削減

最適ダイヤ作成

（自車大型） （配送パートナーの荷主との共同化）

センター納品の急激な増加に対して、配送ルート・車両を適正化 （約７％効率改善）

車両台数削減

④

⑤

④

⑤

荷主パートナーとの共同化

⇒自車と他社との組合せ
最適化による自車の
稼働率向上

配送最適化取組

１．車両の稼働率向上事例

２．配送最適化活動事例



ＳＣＭ

ＤＣＭ ＩＴ・基盤

物流面・システム面・店頭（売場）を連携させることで

顧客満足拡大を実現すると同時に

オペレーションコスト削減を実現する

効果・効率的な
商品供給体制と
店舗ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝの確立

最適な売場・
売り方の実現

効果・効率向上を
見据えた
システム運用

・店舗納品時間
・発注、納品、補充頻度

～最適なSKU・
ﾌｪｲｽ実現
ｱｳﾄ⇔販促連携～

～誰にでも、
手間・暇・モレ
少なく～

顧客満足の向上と業務効率化の取組み

取組み範囲 取組み体制

ベンダー 小売業様物流
センター

需要情報の共有

供給体制の協調

事
例
紹
介
テ
ー
マ

事例①／取組みの背景

ホールディングス会社 ＳＭ運営会社

ＤＧ運営会社
物流センター共用

両社の店舗は同一エリアに出店・併設されているにも関わらず、発注～店舗への納品
時間が個別に設定されていたため、ＳＣＭの視点で不効率な運営となっていた。

取組み企業の概要

現状の問題点

1Ｄ 2Ｄ 3Ｄ
9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

店舗発注締 ＳＭ
ＤＧ

センター入荷 ＳＭ
ＤＧ

センター仕分 ＳＭ
ＤＧ

店舗納品 ＳＭ
ＤＧ

③配送時間が長い

１２Ｈ

①ＳＭ店のＬＴが長い

②ベンダー納品時間が別々

４８Ｈ



事例①／改善の考え方

1Ｄ 2Ｄ 3Ｄ
9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

店舗発注締 ＳＭ
ＤＧ

センター入荷 ＳＭ
ＤＧ

センター仕分 ＳＭ
ＤＧ

店舗納品 ＳＭ
ＤＧ

1Ｄ 2Ｄ 3Ｄ
9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

店舗発注締 ＳＭ
ＤＧ

センター入荷 ＳＭ
ＤＧ

センター仕分 ＳＭ
ＤＧ

店舗納品 ＳＭ
ＤＧ

１２Ｈ

９Ｈ

従来スケジュール

見直しスケジュール

待機

両社店舗の発注～納品スケジュールを、店舗作業と店舗配送の両方の効率を
考慮し見直した。物流上では「店舗納品時間」と「配送計画の見直し」が必要となった。

③配送時間を短縮①ＳＭ店のＬＴを短縮

３６Ｈ
②ベンダー納品時間を合わせる

事例①／納品時間の見直し

見直し後の店着時間

指定時間

従来の店着時間

ＳＭ店舗
～１６：００まで

～１８：００まで

ＤＧ店舗
開店（早朝）～１１：００まで

開店（早朝）～１３：００まで

開店（早朝）～１５：００まで

ＳＭ店舗
Ａ店 8：00
Ｂ店 8：30
Ｃ店 9：15
Ｄ店 12：30

ＤＧ店舗
Ａ店 15：20
Ｂ店 16：10
Ｃ店 17：20
Ｄ店 19：30

※店着時間は指定時間±30分以内 ※陳列人員の配置は「指定時間」以降とする

指定時間



5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
車両１
車両２
車両３
車両４
車両５
車両６

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
車両１
車両２
車両３
車両４
車両５

配送 積込 待機

時間・台数の削減

事例①／配送計画の見直し

配送時間、台数の削減

事例①／改善効果：配送時間と配送効率

物量

３

７

車両

６台

６台

回転

１．０

１．４

積載

５０％以下
８０％

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

ＳＭ

ＤＧ

改善前

配送待機 積込

配送必要時間（１２Ｈ）

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

ＳＭ

ＤＧ

配送必要時間（９Ｈ）

ＳＭ／ＤＧ
共配実施

改善後

物量

３

７

車両

５台

回転

２．７

積載

８０％



改善効果

ＳＭ会社 リードタイム短縮（発注の翌日店着）

ＤＧ会社 夕刻～夜→午前中心の店舗納品

納入ベンダー ＳＭ、ＤＧの同時納品

センター運営会社 配送効率化（配送時間、台数の削減）

センター能力向上

事例①／改善効果のまとめ

70%

30%

２本以下
（２９％）基本的な

出荷荷姿

ケース出荷

ピース出荷

「毎日、小ロット（１～２本発注）、売場別納品」のため、ガラガラのオリコン

（納品容器）が、総出荷オリコン数の２３％を占めている

①発注単位
／アイテム

②発注本数
／オリコン

容積率５０%以下
（２３%）

工
場

（
８
工
場
）

消

費

者

小

売

店
（
９
万
店
）

物
流
拠
点

（
２
１
拠
点
） ﾁｪｰﾝ

共配ｾﾝﾀｰ

小型車
1,200台／日

大型車 500台／日

海上

ＪＲ貨物

●●ｽｰﾊﾟｰ

毎日、小ロット（１～２
本発注）売場別納品

事例②／配送サービス条件の見直し

輸 送 配 送



事例②／カテゴリー別集約

カテゴリー集約前

カテゴリーを細部に分類されているうえ、カテゴリー毎にオリコンを分けて納品するため、
カテゴリーによっては極端に入数が少ないオリコンが発生していました。

ご販売店様では、オリコン数が多いことで品出し業務に時間を割いていました
物流面では配送車両の積載率低下の要因にもなっていました

＜取組み内容＞
カテゴリー別の多頻度少量納品による低容積化の改善

カテゴリー集約後
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事例②／月別バラ出荷トレンド （Ａチェーン様）

22.5本/オリコン(4～8月平均)

30.7本/オリコン
(9～11月平均)

カテゴリー集約（9/6日より開始）

※9月のデータはカテゴリー集約前後の両方を含む

2011年



事例②／庫内・配送費のコスト削減

• カテゴリー集約による効果
– オリコンを集約することが出来るため、オリコン入数が増加し、

出荷物量（オリコン数）が減少する。
年間オリコン削減見込み数 ⇒ 255千オリコン

• 配送費
– 配送する口数が減少するため、配送費が削減される。

• 口数契約: 口数（梱＋オリコン数）減による配送費削減
• 車建契約： 積載率向上による配送費削減

• 庫内費
– 付帯（ラベル貼り）作業費が削減。ラベルそのものの購入費用も削減。
– パレットへのオリコン積付作業費が削減される。

チェーン様にもほぼ同程度の削減効果があると推定（センター～店舗内）

0

5

10

15

20

25

30

0% 20% 40% 60% 80% 100%

積載率　（重量・容積ベース）

積
載

本
数

　
（
千

本
）

カテゴリー集約化前

カテゴリー集約化後

事例②／納品カテゴリ集約による積載率向上

Ａチェーン様への配送実績(10t車) （2011年4月～11月）

1台当たりの積載本数は平均2,824本（35%）上昇

1運行1届先 かつ ギフト・カラー梱の積載梱数が70%以下の車両のみ表示

10,782本

7,958本



事例③／低容積オリコンの統合

カテゴリーが細かく分類されているため、カテゴリーごとのオリコンの商品容積が
満載にならないオリコンが発生していました。

お取引様では、オリコン数が多いことで品出し業務に時間を割いていました
物流面では配送車両の積載率低下の要因にもなっていました

カテゴリー別の低容積オリコンのカテゴリー間での統合による納品口数削減

ｶﾃｺﾞﾘｰ

衣料洗剤

食器洗剤

生理用品

満載 低容積

低容積

ｵﾘｺﾝ数（容積）

満載 低容積満載

低容積ｵﾘｺﾝ統合後

満載

統合

満載

雑貨
（統合）

統合対象

ｶﾃｺﾞﾘｰ

衣料洗剤

食器洗剤

生理用品
満載

事例③／納品オリコン数トレンド （Ｂチェーン様）
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1 2 3

統合前オリコン数

統合後オリコン数

Ｘｾﾝﾀｰ Ｙｾﾝﾀｰ Ｚｾﾝﾀｰ

Ｂチェーン様への納品オリコン実績 （2014年12月6日～15日）

納品オリコン数： 13%削減



事前一括発注による工場直送

株式会社 エフティ資生堂

事前一括発注による工場直送 （11年度から継続取組）

１．取り組みの背景・課題

□自社物流によるエリア別（北海
道、

東北、関東、中部、近畿、中国、
四国、九州）拠点配置

□在庫分散による荷割れと拠点偏在
の発生

□拠点ごとの配送条件不統一

□小規模拠点ゆえの新製品、拡売時
などの大量配送対応へのリスク

社内での取り組み

□３ＰＬへの業務委託

□拠点を全国８拠点から東西２拠点
（関東、近畿）に集約

□拠点への安定した商品供給

□配送条件の統一

□新製品、拡売時のフレキシブルな
庫内対応

さらなる物流効率化を推進したい

得意先を含めた新たな取り組みが必要



事前一括発注による工場直送 （11年度から継続取組）

□物流拠点におけるオーバーワーク
（ピークの山）の緩和

□物流コストの更なるコストダウン

２．取り組みの目的・ゴール（効果）

得意先と新たな取り組み

□社内対応だけでは限界

これまで、取引制度で規定していた
□オンライン一括発注
□少量発注への課金
に加え、

■事前一括発注による
工場直送をメニュー化

３．具体的な取り組み内容

事前一括発注による工場直送 （11年度から継続取組）

（１）社内
□一括発注の定義設定

対象品をパレット単位で 9～10ｔ 一括同一納品先発注
※１梱18個入、パレット積付数12梱×3段（350kg）で、28PL（18,144個）

□対象品の選定
シャンプー・リンスの詰め替え（現在10品）
※パレット単位で、あれば混載可

□インセンティブの決定
物流拠点を通過しない工場直送による配送費・荷役費のコストダウンと
従来とは異なる発注単位と補充システム管理外となる運用負荷を勘案し決定

□対応方針
主力工場が保有する3PL移行前の出荷機能を利用して対象品を備蓄

（２）社外
□得意先への働きかけ

事前一括発注のメニュー化の案内（覚書の締結）
→拡売時の事前発注情報入手（＝非オンラインによる事前発注受付）

４．取り組みのプロセス



事前一括発注による工場直送 （11年度から継続取組）

５．１３年度実績

□配送車両数ベース比率 ２４６％

（11年度112台から13年度276台へ）

工場直送について、１１年度報告時と同様の対象カテゴリーで推進し、配送効率を

高めている。報告時の１１年度に対し、１３年度は配送車両数ベースでは

２４６％ となっており、着実に取組みが広がっている。

以上



Copyright (c) Unicharm Corporation. All rights reserved.

ユニ・チャーム㈱
ユニ・チャームプロダクツ㈱

Confidential

〜⻑時間待機発⽣納品先様との改善事例〜

配送最適化 取組み事例

Copyright (c) 2015 Unicharm Corporation. All rights reserved.

① 物流環境変化による集⾞環境悪化
取組みの背景

①乗務員・運送会社の減少
②コンプライアンスの厳格化
③⻑距離・重労働の敬遠

〈集⾞環境の悪化〉
個別の荷降し環境と

荷量集中による荷受け限界
↓

⻑時間待機発⽣

〈得意先様センターの環境変化〉

⾞輌の運⾏
効率悪化

⾞輌不⾜
⾼コスト化

運送業者が
納品先を選定

負の循環による
安定供給問題に発展



Copyright (c) 2015 Unicharm Corporation. All rights reserved.

② 集⾞環境の変化（貨物件数と⾞輌件数の推移）
2014年4-7⽉の⾞輌は消費税増税反動により貨物を⼤きく上回り、余裕が
あったが、直近の貨物増加に伴い、各社で⾞輌抱え込みが活発化し、集⾞に
苦戦する環境が続いている。
※弊社と弊社物流パートナー様で取組み進捗を共有している情報です。
※貨物と⾞輌の推移ですが、⾞輌については両社協働の底上げ取組みをしている結果となっています。

取組みの背景

Copyright (c) 2015 Unicharm Corporation. All rights reserved.

③新聞紙上で⻑時間待機の実態公表
取組みの背景

※輸送経済新聞 2014/10/21付

⼿待ちや付帯作業、それらに関する書⾯化と料⾦収受の状況が明らかとな
り、
輸送時に発⽣する「⻑時間の⼿待ち」や「過剰な付帯作業」といった“⾒えない
コスト” をトラック事業者が負担している実態が浮かび上がった。



Copyright (c) 2015 Unicharm Corporation. All rights reserved.

④-1 ユニ・チャーム得意先様で発⽣している⻑時間待機の実態

恒常的、突発的な⻑時間待機発⽣により、運⾏効率悪化・⾞輌不⾜に
繋がり、更に待機料⾦発⽣によるコストが発⽣している

取組みの背景

出荷日 エリア 納品先様名 理由 待機料金
30日 神奈川 XXXXXXXXXX 荷降しが夜間となった XX,XXX
30日 神奈川 XXXXXXXXXX 荷降しが夜間となった XX,XXX
30日 神奈川 XXXXXXXXXX 荷降しが夜間となった XX,XXX
25日 神奈川 XXXXXXXXXX 荷降しが夜間となった XX,XXX
28日 神奈川 XXXXXXXXXX 荷降しが夜間となった XX,XXX
28日 神奈川 XXXXXXXXXX 荷降しが夜間となった XX,XXX
12日 愛知 XXXXXXXXXX 荷降し15時 XX,XXX
24日 愛知 XXXXXXXXXX 荷降しが15時以降 XX,XXX
26日 新潟 XXXXXXXXXX 荷降し15時 XX,XXX
20日 滋賀 XXXXXXXXXX 荷降しが15時以降 XX,XXX
12日 岐阜 XXXXXXXXXX 荷降しが15時以降 XX,XXX
24日 愛知 XXXXXXXXXX 荷降しが15時以降 XX,XXX
16日 愛知 XXXXXXXXXX 荷降し15時 XX,XXX
20日 愛知 XXXXXXXXXX 荷降しが15時以降 XX,XXX
16日 愛知 XXXXXXXXXX 荷降しが15時以降 XX,XXX
28日 愛知 XXXXXXXXXX 6時必着→13時に荷降しとなった XX,XXX
28日 愛知 XXXXXXXXXX 6時必着→13時に荷降しとなった XX,XXX

Copyright (c) 2015 Unicharm Corporation. All rights reserved.

④-2 ユニ・チャーム得意先様で発⽣している⻑時間待機の実態

告知されたルールに沿った納品でも荷降し完了時間が不明確。
納品実態を踏まえ、午後納品を打診するも納品ルールを徹底するセンター
様と意⾒が合わない状況発⽣。

取組みの背景

【待機事例：卸店様DC型 某 ⼩売業センター様】

【納品のルール】
・センター様⼊構可能時間
→AM7：30〜

・センター荷受開始時間
→AM8：00〜AM11：30

※⼊荷受付時間は〜１１時３０分まで厳守。
連絡なき遅納についてはお受取りできない。

【納品時の実態】
・受付開始
→AM7:00〜

・荷降し開始
→⼣⽅〜

※午後納品を営業経由で打診も不可の回答

（1台4時間以上の格納遅れなど発⽣）

（前⽇夜から⼊構受付するメーカーも存在）
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⑤ 荷おろし効率改善と安定供給

メーカーと流通と物流会社が協働し、使命として消費者への供給責任を果たす

取組みの⽬的

メーカー
⾞輌不⾜改善

物流会社
運⾏効率改善
（⾞輌停滞
・回転）

流通
荷受け効率改善

消
費
者

安定供給
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⑥-1 ⻑時間待機改善へ向けた取り組み
本部へ物流環境と荷受け実態から双⽅効率化の必要性と改善策を共有
し、問題のあるセンター様で納品側と荷受け側の現場同⼠の関係強化を図
り、
効率化の型作りをし、⽇々の課題に柔軟に対応していく。

取組み内容

＜ステップ＞ ・改善ターゲット納品先様の共有
・本部系組織への働き掛け
・現場との関係作り（役割責任の固有名詞化）
・現場-スタッフ連動による⽇々の課題対応

＜改善策＞ ・納品（日・数量）の分散平準化調整
・午後納品
・夜間納品
・納品日の前後倒し
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⑥-2 改善へ向けた取り組み-課題
取組み内容

UC物流部⾨担当が営業と同⾏して卸様物流現場訪問。
課題と双⽅における対策案をタイムリーに共有し、“現場との関係つくり”と“役割
責任の固有名詞化”で、効率的な納品時間帯の変更運⽤ルールを共有する。

【現場訪問でのチェックポイント】
1.センター稼動時間→⼊荷受付時間帯の原則ルール確認
2.センターレイアウト→「⼊荷バース/出荷バース分離型 」か「同⼀バースでの時間帯変更型」
3.⼊荷バース毎の振り分け運⽤→「フリーの都度判断のバース割り」、「⾞種別のバース割り」、「⼊荷形態別（パ
レット配送/バラ積み配送/路線⼩⼝）のバース割り」
4.⼊荷検収後の在庫計上タイミング。
5.出荷分の受注と在庫引当タイミング→企業別に時間ピッチの場合、企業別物量構成⽐と時間ピッチを確認
6.センター稼動時間（定時内）での⼈員バッファがある時間帯有無。
7.⽇々の仕⼊物量のフレ幅の⼤きな⼭発⽣の要因確認と現場受⼊混乱有無の状況確認をする。

■早朝〜夜納品の可能な時間帯変更について前提条件協議
■仕⼊のフレ幅の⼤きさによる双⽅の⾮効率を共有、フレ幅縮⼩について
前提条件協議

〈納品時間帯変更に向けた討議内容〉
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通常の前⽇午後積み当⽇午前納品に加え、当⽇午前積み当⽇午後納品
など、情報と物の流れから対応可否を確認し仕組み化

⑦-1 改善策の事例 〜午後納品への変更〜
取組み内容

前⽇

当⽇

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

積み込み（DC）

荷降し（納品先デポ） 積み込み（DC）

荷降し（納品先デポ）

通常配送 午後納品

⻑時間待機発⽣

荷降し

×
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⑦-2 改善策の事例 〜⽇々の仕⼊物量平準化〜
取組み内容

得意先様仕⼊部⾨と物流部⾨同席の打合せで、仕⼊の⼭が双⽅の物流
部⾨で⾮効率が発⽣していることを共有。
仕⼊物量の平準化改善を実施し、物流現場での⻑時間待機リスク軽減実現

※10t⾞ 1台 ≒ １６００才

7/1〜1/5 ⽇別納品物量推移

1台
2台
3台
4台
5台

⽉末在庫絞り込み分
を⽉初に⼀気に

在庫⽔準を戻してい
た。

特売分を⼀気に仕⼊、
ｾﾝﾀｰも⼊庫多く、

納品時⻑時間待機発⽣

納品回数増と10t⾞2台分の発注量を⽬安
での対応に変化させ、⻑時間待機発⽣も改
善
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⑧ ターゲット納品先様毎の状況
ターゲット納品先様でムダな⾞輌とコストが抑制でき配送効率と荷受け効率
の改善が図れた。
今後は成功事例の他センターへ横展開していくことが必要となっている。

納品先様 成果と反省 個別課題
Aセンター様 ・午後〜夜間納品、１５〜１８時着、２台まで実施

・当⽇納期分を当⽇納品を基本に、前後でバッファ設定
・問題なく運⽤中

－

Bセンター様 ・午後〜１９時終了まで
・センター様の現場とニーズ合致
・問題なく運⽤中

－

Cセンター様 ・センター様現場と直接のホットラインで⽇々調整し、時間や⽇の
前後倒しを共有するも、結果として庫内の状況により混乱ありイレ
ギュラーが発⽣

センター様の運
⽤正常化と連動

Dセンター様 ・週１回集中納品→週２回分散納品として発注運⽤から改善
でき拘束時間の緩和に繋がった

－

成果と課題



ユニリーバ・ジャパン・カスタマー
マーケティング株式会社

配送最適化事例

配送最適化の取組事例
【新製品の一斉出荷時 納品日集中の緩和に向けた取組】

• 背景

春と秋に新製品を発売するにあたり、取引先様への初回納品が1日に集
中するため、以下の問題が発生している

‐納品先：長時間の荷受け作業、トラックの長時間待機

‐出荷倉庫：長時間の出荷作業、トラックの確保が困難

• 取組内容

上記状況の改善に合意いただいた取引先様に対し、設定された納品開
始日の数日前から納品を実施

• 効果

（納品先） 荷受け作業の分散による負荷軽減、トラックの待ち行列緩和
、スポットのドライバーによるトラブルの減少

（出荷元） 出荷作業の分散による負荷軽減、トラックの確実な確保
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配送合理化について
～メーカーＳ社様との取組み事例～

株式会社 あらたCopyright © Arata Corporation.

福島工場

埼玉工場

九州工場

各配送センターへの
供給と、

大口得意先への直送
工場

小口共同配送

配送センター

近畿流通センター

１．メーカー Ｓ社様の配送体制

※九州エリアをターゲットとした



株式会社 あらたCopyright © Arata Corporation.

鹿児島支店

熊本営業所

大分営業所

北九州支店

九州CLC

福岡支店

長崎営業所

２．当社 九州支社の拠点

取扱い物量
取扱物量

株式会社 あらたCopyright © Arata Corporation.

３．合理化の仮説＆提案

① Ｓ社様工場から配送センターを経由しないで、ＣＬＣに

直接納品できないか？

② Ｓ社様配送センターから当社支店・営業所への配送を、

当社ＣＬＣからの社内便に変えられないか？

③ Ｓ社様への発注を、一定曜日に固定することで、曜日

波動を抑えられないか（他社様との協業）？



株式会社 あらたCopyright © Arata Corporation.

在庫センター

㈱あらたＣＬC第一・第二
（福岡県飯塚市）

１０ｔ車

通常（共同）配送

Ｓ社 九州工場
（福岡県北九州市）

補給（１０ｔ車）

最適化案 現状

４．取組み① 九州ＣＬＣへの直送

＜直送要件＞
１．九州工場生産品のみ
２．エリア＝CLC第一・第二センターのみ
３．ご発注内容に関して

パレット単位など要相談
４．１０ｔ車納品（パレット） １６パレット分
５．１週間前発注

→実施へ

１０ｔ車直送

株式会社 あらたCopyright © Arata Corporation.

鹿児島
支店

熊本営
業所

大分営
業所

北九州
支店

九州CLC
福岡
支店

長崎営
業所

５．取組み② 当社支店・デポへの配送

＜要件＞

１．既存のＳ社様配送ルート見直し

２．当社転送便キャパ＆コスト検証

３．コスト負担率

→実施準備中
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６．取組み③ 発注曜日・ロットの検証
＜要件＞

１．Ｓ社様の最低発注ロットは２０ケース。

２．発注数が多くなった場合でも インセンティブはない。

３．そのため当社仕入担当によっては、ほぼ毎日発注している拠点もある。

４．条件の変更（Ｗｉｎ-Wｉｎになる）が必要。

５．同業他社様との裏表（月・水・金と火・木・土）などの定期納品化で、

トラック使用の平準化を検証してもらっている。 →実施準備中

月 火 水 木 金 月 火 水 木 金 月 火 水 木 金

802 福岡 210 200 200 560 200 324

806 長崎 58

807 熊本 50 50 49 82 50 305

808 大分 50

810 鹿児島 62 45 107 50

851 ＣＬＣ１ 345 1,218 250 1,126 1,405

852 ＣＬＣ２ 101 75 269 50 313 215



配送最適化への取組み

取組事例① 調達物流の取込みによる稼働率の向上

① ⼩売業様への納品を終えた

⾞両でメーカー様の出荷拠点

を経由し、調達物流を取り込む

取組内容

② ⼩売業様への納品⾞両に

メーカー返品を混載し、共同配送化

⇒製配販全体でのトラックの
稼働率を向上し、トラック台数
の削減を⽬指す

メーカー様センター

⼩売業様センター

当社センター



取組事例① 調達物流の取込みによる稼働率の向上

① ⼩売業様へ納品後の空⾞を活⽤することにより、稼働率が向上。
ドライバー不⾜への対応とともに、全体の配送コストダウンに貢献できる。

期待できる効果

今後の課題

② 午前に集中しがちな商品⼊荷作業を⼀部分散することにより、
作業量の波動を平準化できる。

① メーカー様と集荷曜⽇・時間の取り決めが必要。

② お得意先様納品後、カゴ⾞や返品などの回収物の物量が多い
場合、メーカー様商品の引取りが困難になる可能性あり。

③ ⼩売業様への納品時間、メーカー様商品の引取り時間などに
制約がある場合、効果が制限される。

取組事例② 配送エリアの⾒直しによる⾞両台数の削減

① 納品先の重複エリアの配送を拠点別

に仕分け

取組内容

②最適な配送ルートを検証し、

重複エリアの出荷拠点を集約

する

⇒配送集約により⾞両台数を
削減し、配送コストを削減する

当社Bセンター

当社Cセンター

当社Aセンター



取組事例②配送エリアの⾒直しによる⾞両台数の削減

①重複エリアの配送拠点を集約することで、⾞両台数を削減できる。

期待できる効果

今後の課題

② ⾞両台数の削減による環境⾯への貢献、ドライバー不⾜への対応、
配送コスト削減が可能になる。

①重複エリア内における⼩売業様ごとの納品曜⽇・納品時間の違いを
調整することが必要。

②カゴ⾞、台⾞等の回収物、返品など、他の出荷拠点に返却が必要な
場合の運⽤⽅法、およびコストシミュレーション。
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リードタイム最適化への取組みについて

イオンリテール㈱
H&BC商品企画本部
ノンフーズ・ヘルス商品部
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１．現状の物流体制と課題について

現状の物流体制は、①卸様経由、②直接取引、③海外直接取引
を各エリアのRDC経由、集約して店舗へ納品。
【課題】
①繫忙時のRDC受け入れ時の待ち時間が長い
②地方への便の不足が顕著。

メ
ー
カ
ー

工
場

メ
ー
カ
ー
倉
庫

卸
経
由

イ
オ
ン

各
Ｒ
Ｄ
Ｃ

店舗

店舗

店舗

店舗

店舗

RDC便

RDC便

RDC便

RDC便

RDC便トップバリュ・ＮＢ 直接取引商品

卸経由商品 卸経由商品 卸経由商品

トップバリュ直取商品トップバリュ直取
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メ
ー
カ
ー

工
場

メ
ー
カ
ー
倉
庫

卸
経
由

北
関
東

Ｒ
Ｄ
Ｃ

店舗

店舗

店舗

店舗

店舗

RDC便

RDC便

RDC便

RDC便

外部物流トップバリュ・ＮＢ 直接国内取引商品

卸経由商品 卸経由商品 卸経由商品

トップバリュ海外商品トップバリュ海外

外
部
物
流

２．課題① 今後の見直し（案）

【課題】①繫忙時のRDC受け入れ時の待ち時間が長い

【対策】RDC納品時の受け入れに時間がかかる紙物流見直し実施
積み下ろしに時間がかかる紙製品は外部物流もしくは外部倉庫へ
RDCへの納品時間の短縮化を図る。
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３．課題② 今後の見直し（案）

メ
ー
カ
ー

工
場

メ
ー
カ
ー
倉
庫

卸
経
由

東
北
・
中
部
・
愛
知
・
広
島
Ｒ
Ｄ
Ｃ

店舗

店舗

店舗

店舗

店舗

RDC便

RDC便

RDC便

RDC便

RDC便トップバリュ・ＮＢ 直接取引商品

卸経由商品 卸経由商品 卸経由商品

トップバリュ直取商品トップバリュ直取

Ｒ
Ｄ
Ｃ

近
隣
倉
庫

閑散時にストック

【課題】②地方への便の不足が顕著。

【対策】首都圏、関西圏以外はＲＤＣ近隣で保管スペース追加し
閑散期のストックによる対応ができないか 検討
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４．課題① 取組みのスケジュール

取組み内容

9月 関係お取引先様と条件面調整、社内決裁

10月 関係お取引先様とシステム面調整、店舗へ事前説明

11月 実験エリアで取組みスタート　

12月 繁忙期での検証

1月 年末年始ﾋﾟｰｸでの対応の検証、関係先への聞き取り

2月 コスト面の検証。エリア、アイテムの拡大検討

来上期 エリア、アイテムの拡大　コスト検証

11月から、北関東の一部エリアで実験スタートしています。
【課題】
・店での受け入れ作業が増 ・物流コストのアップ
・在庫精度の向上

Copyright© 2008 AEON Co., Ltd All Rights Reserved.

５．課題② 取組みについて

単純なコストアップのため
実験エリア検討中、コスト試算中で

現時点では取組み進んでいません。
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配送最適化事例

ココカラファインヘルスケア
商品仕⼊部

Copyright 2014  cocokarafine Inc.  All rights Reserved.

◆配送最適化事例

1.最適化を⾏わなければならなくなった要因

2.⽬的

1）配送コスト上昇
・燃料費上昇
・ドライバー不⾜による⼈件費⾼騰

2）庫内作業費上昇
・庫内作業者⼈件費⾼騰
・発注頻度（少量多頻度）が多いため、仕分作業費上昇

3）納品遅延発⽣
・ＭＤ（特売、ポイント倍デー）後の物流波動（納品量増⼤）による作業量増加で
作業遅延（納品遅延）発⽣

1）物流コスト抑制

2）納品時間安定化

3）店舗オペレーション改善（品出し作業時間削減＝接客時間確保）
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◆配送最適化事例

1）店舗納品回数⾒直し
・週6回納品を週3回（⼀部週4回）納品に変更（倉庫狭⼩店舗、売上上位店を除く）。

2）物流波動による納品遅延予防策
・本部配荷数量を予め物流センターに連絡（配荷1週間前までに）。
・ＭＤ（特売、ポイント倍デー）のスケジュールを物流センターに連絡。

3）物流センター間店舗移管（今後の課題）
・配送効率向上のため、物流センター間で店舗を移管し、配送ルートを⾒直す事による配送コスト削減。

4）発注単位⾒直し
・庫内作業効率化によるコスト削減、店舗品出し作業効率化によるコスト削減。

5）カテゴリー仕分数変更
・物流センターでのカテゴリー仕分数を減らす（例：9仕分⇒4仕分）。

3.実際の取組事例（今後実施予定事項の含む）
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◆配送最適化事例

1）店舗納品回数⾒直し
・バラ、ケース⽐率が変化（ケース⽐率が増加）し、庫内作業効率アップ。
・オリコン充填率向上。

2）物流波動による納品遅延予防策
・物流センター側の必要な⼈員確保が可能になり、納品遅延減少。
また急な⼈員確保によるコスト増（コスト⾼な派遣社員投⼊減）の減少。

3）物流センター間店舗移管
・今後の課題。

4）発注単位⾒直し
・バラ、ケース⽐率が変化（ケース⽐率が増加）し、庫内作業効率アップ。

5）カテゴリー仕分数変更
・オリコン充填率向上による納品オリコン数削減。
・トラック積載率向上による（トラック台数削減による）配送コスト削減。

4.取組事例結果
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鉄道コンテナ活用による
モーダルシフト

DCMホールディングス株式会社

以前、国土交通省とＪＲ貨物より、モーダルシフトを推進したいとの提案があり、
当社としても、環境問題やエネルギー問題に対する企業責任や、トラック業界内
の労働力不足、配送効率化を踏まえ、モーダルシフト推進を開始しました。

推進対象区間推進対象区間 発：宮城野コンテナターミナル

着：札幌コンテナターミナル
旭川コンテナターミナル
帯広コンテナターミナル

発：宮城野コンテナターミナル

着：札幌コンテナターミナル
旭川コンテナターミナル
帯広コンテナターミナル

想定年間物量想定年間物量 ■大型車換算：年間112台（週２台）

■５ｔコンテナ換算：年間224基（週４基）

■大型車換算：年間112台（週２台）

■５ｔコンテナ換算：年間224基（週４基）



環境負荷低減環境負荷低減 ＣＯ２排出量削減量
96,492ｔ‐ＣＯ２/14年4月～12月
（トラック輸送時との比較）

ＣＯ２排出量削減量
96,492ｔ‐ＣＯ２/14年4月～12月
（トラック輸送時との比較）

物流負荷低減物流負荷低減 仙台拠点⇒北海道4拠点への
週次定期配送をＪＲ５ｔコンテナへ変更

14年4月～12月実績
コンテナ基数：106基
（大型トラック換算：約60台）

長距離幹線輸送を、既存のレールを利用
した一括大量輸送に変更する事で、
物流協力会社の負荷（人・車）を低減。
また、荷主側コストも低減された

仙台拠点⇒北海道4拠点への
週次定期配送をＪＲ５ｔコンテナへ変更

14年4月～12月実績
コンテナ基数：106基
（大型トラック換算：約60台）

長距離幹線輸送を、既存のレールを利用
した一括大量輸送に変更する事で、
物流協力会社の負荷（人・車）を低減。
また、荷主側コストも低減された
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配送最適化に向けて

（センター集約）

ユニー株式会社 IT物流本部 物流部

ユニーG物流の目的

◆戦略物流構想の狙い

↓

ＳＰＡ化を支える物流インフラ整備を図る

①調達システム改革・グループシナジーによる仕入原価削減

⇒ ＰＢ開発＋ＮＢ直取引

②物流コストの削減と店舗作業削減

⇒ 車両台数削減

センター集約、納品什器統一による積載率UP

③ｅｃビジネス・ホームセンター物流機能の整備

◆戦略物流構想の狙い

↓

ＳＰＡ化を支える物流インフラ整備を図る

①調達システム改革・グループシナジーによる仕入原価削減

⇒ ＰＢ開発＋ＮＢ直取引

②物流コストの削減と店舗作業削減

⇒ 車両台数削減

センター集約、納品什器統一による積載率UP

③ｅｃビジネス・ホームセンター物流機能の整備
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集約前の常温商品の流れと施設

牧之原ドライ 菓子TC

衣・住ＴＣ

金沢ドライ 菓子TC
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国
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ー
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国
内
（
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・
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舗

飲料・ＰＢ ドライ

衣ＤＣ

ドライ

ドライ

菓子

衣・住ＴＣ

菓子

衣・住ＴＣ

菓子

衣・住ＴＣ

大府・犬山ドライＤＣ

衣・住ＭＤＣ

菓子ＴＣ

衣・住ＴＣ

ドライ 菓子

衣・住ＴＣ

ＭＤＣ ＤＣ ＴＣ ＤＣ

ＤＣ

ＤＣ

ＤＣ

ＤＣ

飲料・ＰＢ

Uホーム Uホーム

ＤＣ

関東ＭＤＣ

関東ＲＤＣ

山静ＲＤＣ

北陸ＲＤＣ

中京ＭＤＣ

海
外
（
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ー
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・
ベ
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ダ
ー
）

海
外
（
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ー
カ
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・
ベ
ン
ダ
ー
）

国内（メーカー・ベンダー）国内（メーカー・ベンダー）

集約した常温商品の流れと施設

混載

混載納品

混載納品

混載納品

混載納品

混載納品

弥富衣料ＭＤＣ 衣・住ＴＣ

一括納品

一括納品

一括納品

一括納品



山静RDC

関東RDC

関東MDC

中京MDC

北陸RDC

①物流費削減

車両削減によるコスト軽減、Co2の削減

店舗納品車、エリア間（幹線物流）車両

作業省力化によるコスト削減（センター、店舗）

納品什器統一に積載率向上⇒パレット、カートラック、キャリー、

オリコン、クレート、他

作業の平準化

②在庫管理

開発商品（ＰＢ）・ＮＢ一括購入商品・高回転商品在庫を一元管理するこ
とにより効率的な商品管理・供給が可能

③BCP対応（東海、東南海地震に備えた）

新センター統合により ⇒ 機能、在庫分散の必要性

センター集約によるメリット



納品什器

オリコン＆キャリー

アウター＆カートラック

納品什器

クレート＆キャリー
花＆カートラック

靴搬送BOX
＆キャリー

開
発
中



①搬送マテハン等

商品は、メーカー、ベンダー、小売の「製・配・販」が共同で

物流（自社のみではなく）を考えれば、効率が上がるはず。

メーカーライン、センター、トラックの大きさ、搬送什器、ケース、ﾊﾞﾗ等

全てに渡って条件が違いすぐには変えられないものばかりですが

次期リプレイスには変更は可能のはず、

ですから 「製・配・販」で物流ガイドラインを作成（標準化、共有化）

することが大事だと思う。（各社の物流容器パテント、エゴはなくす）

②各行政機関、経済産業省（商品そのもの）、農林水産省（生鮮物）、

国土交通省（道路）、環境省（Co2、リサイクル、燃料）との連携も不可欠

③共同配送（流通BMSによって流通業界は統一化）

運輸業界での運送送り状の標準化データ化

配送効率化に向けて


